
ポイント解説

温対法に基づく温室効果ガス排出の測定・

開示に関する実務対応基準案の公表
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サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第1号「温対法におけるSHK制度の定める方法により
測定し報告する温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」
（以下「本公開草案」という）が、サステナビリティ基準委員会（SSBJ）から2026年1月22日に公表
されました（意見募集期限3月25日）。

参考： SSBJ事務局による公表基準等の解説 「サステナビリティ開示実務対応基準の公開草案 「温対法におけるSHK制度の定める方法により
測定し 報告する温室効果ガス排出を用いて『気候基準』の 定めに従う場合の測定及び開示（案）」の概要」P.24

温対法におけるSHK制度と気候基準との関係

温対法におけるSHK制度 気候基準第49項ただし書きを適用する場合

直接排出

間接排出

調整後排出量

スコープ1

スコープ2 マーケット基準

スコープ2 ロケーション基準

間接排出と同じ活動量

平均的な排出係数

本公開草案第7項(1)

基礎排出量

本公開草案第7項(2)

本公開草案第7項(3)

⚫ 本公開草案の主なポイント
気候基準*1第 49 項ただし書きの容認規定を適用して、GHGプロトコルを用いずに温対法*2におけるSHK制度*3の定め
る方法を用いて温室効果ガス（GHG）排出を測定し報告する際に生じる懸念（実務の多様性により比較可能性が
損なわれるなど）に対処するため、取扱いの明確化が図られています。

スコープ1及びスコープ2のGHG排出に関して、次の方法で測定し開示することが提案されています。
①スコープ1       温対法におけるSHK制度に基づく直接排出

②スコープ2マーケット基準       温対法におけるSHK制度に基づく間接排出

③スコープ2ロケーション基準 ②に係る活動量に平均的な排出係数※を乗じて算定

※環境大臣及び経済産業大臣が公表する平均的な排出係数

2027年3月31日以後終了する年次報告期間（2027年3月期）からの適用（早期適用可）が提案されています。

背景

概要

適用時期

本公開草案の主なポイント

*1：サステナビリティ開示テーマ別基準第2号「気候関連開示基準」（2025年3月公表）

*2：「地球温暖化対策の推進に関する法律（平成10年法律第117号）」

*3：「温室効果ガス排出量の算定・報告・公表制度」

2026年1月28日
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SSBJのサイト

サステナビリティ開示・保証の最新規制動向

日本・ヨーロッパ・南北アメリカ・アジアパシフィックにおけるサステナビリティ情報の開示・保証の規制に関する最新動向を取
りまとめています。

サステナビリティ開示実務対応基準公開草案第1号「温対法におけるSHK制度の定める方法により測定し報告する温室
効果ガス排出を用いて『気候基準』の定めに従う場合の測定及び開示（案）」の公表｜サステナビリティ基準委員会
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